
不動産鑑定評価基準等の見直しについて

不動産鑑定評価の多様なニーズ、国際化への対応

資料３

鑑定評価をめぐる動き

② 「持続可能で活力ある国土・地域づくり」の推進 ③ 「不動産鑑定業将来ビジョン」の推進① 「日本再生の基本戦略」（H23.12閣議決定）、
「成長ファイナンス推進会議」

・ 多様化型ビジネスモデルへ
（H23.6 （社）日本不動産鑑定協会（現 （公社）日本不動産鑑定士協会連合会））

不動産鑑定評価の多様な ズ、国際化 の対応

基盤となる不動産鑑定評価の一層の充実

・ 不動産ストック再生への民間資金の導入
・ 中古住宅流通の促進不動産投資市場の活性化

・ 多様化型ビジネスモデルへ
・ グローバル化への対応
・ 官需から民需へ

証券化不動産の評価

多様なニーズの発生

「 産鑑 が 様 ズ 障害

課題

基盤となる不動産鑑定評価の 層の充実

課題

証券化不動産の評価

企業会計・企業再生における資産評価

コンサルティング等の隣接周辺業務

中古住宅流通や建物コンバージョンにおける資産評価

○現行の「不動産鑑定評価基準」が、多様なニーズに対応する上での障害にな

りかねない

○ニーズの変化等に対応して、「不動産鑑定評価基準」の迅速な見直しが必要

不動産市場の国際化 課題

○日本の鑑定評価制度と国際評価基準との違いが、国際化対応への障害になりかねない

○日本の鑑定評価制度について海外への情報発信が必要

日本企業の海外進出・海外投資の活発化

海外からの不動産投資の促進

対応の方向性

不動産鑑定評価基準等の見直しを行う
多様な ズ 対応とし 定 場合に基準に則らな とを認める「価格等調査ガイド イ 等が平成22年から

（← 平成24年度 国土審議会土地政策分科会不動産鑑定評価部会において検討）

・多様なニーズへの対応として、一定の場合に基準に則らないことを認める「価格等調査ガイドライン」等が平成22年から
施行されているが、適用条件が分かりづらいといった意見も踏まえ、現行の基準及びガイドライン等の課題を洗い出し

・土地中心の内容から、ストック時代に対応した建物評価も重視した内容へ
・国際評価基準（IVS）との適合性を促進 1



国土審議会土地政策分科会不動産鑑定評価部会

■ 不動産鑑定評価の在り方についての調査・審議を所掌■ 不動産鑑定評価の在り方についての調査・審議を所掌。

■ 今年３月に３年ぶりに開催され、不動産鑑定評価をめぐる多様なニーズ、国際化に対応した制度の在り方に
ついての検討を開始。
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不動産鑑定評価部会のスケジュール等

○ 不動産鑑定評価基準等の見直しの検討開始

○ （社）日本不動産鑑定協会（現 （公社）日本不動産鑑定士協会連合会）が策定した「不動産鑑定業将来ビジョン」についてヒアリング

平成24年3月28日 （第28回部会）

○ （社）日本不動産鑑定協会（現 （公社）日本不動産鑑定士協会連合会）が策定した「不動産鑑定業将来ビジョン」についてヒアリング

○ 前回（平成21年3月）の不動産鑑定評価部会報告（価格等調査ガイドラインの策定）のフォローアップ

○ 本部会の実務家を中心とした検討グループにより、現行の不動産鑑定評価基準等の課題の洗い出し

及び見直しの方向性の検討

平成24年4月～

及び見直しの方向性の検討

（（公社）日本不動産鑑定士協会連合会における検討とも連携）

○ 不動産鑑定評価基準等の見直しの方向性についてとりまとめ

平成24年6月目途

○ 報告書とりまとめ

平成24年内目途
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